サイケン ジョウト ニ カンスル ジレイ サイハン ヘイセイ 21ネン 3ガツ 27ニチ ミンシュウ 63カン 3ゴウ 449ページ ハンレイ ジホウ 2042ゴウ 3ページ キンユウ ショウジ ハンレイ 1317ゴウ 40ページ by 河原 文敬
債権譲渡に関する事例（河原）95
判例研究
債権譲渡に関する事例
最判平成21年3月27日（民集63巻3号449頁判例時報2042号3頁、
金融商事判例1317号40頁）
河原文敬
事実の概要
原告Xは、株式会社高岡組（平成17年3月25日に特別清算開始決定を
受け手続き進行中）である。XはA（レオパレス）に対して工事代金債権
を有していた。
被告Y（債権の譲受人）は、金融機関（尼崎信用金庫）である。XとY
は、平成14年12月2日、債権譲渡担保契約を締結した。その内容は、X
がAに対して取得する工事代金債権（始期平成14年6月2日から終期平
成18年12月2日）を譲渡することであり、譲渡債権額は約1億6000万円
であった。この債権には、XとAとの間で譲渡禁止特約が付けられた。債
務者Aは、本件工事代金を供託した。
本件訴訟は、この供託金の返還請求権の確認をXが求めた事案である。
これに対して、Yは、反訴として、債権譲渡が有効であることを理由に、
供託金の返還請求権の確認を求めた。
第一審（神戸地裁尼崎支部判決平成18年11月17日金融商事判例1317
号45頁）は、本件の譲渡禁止特約付き債権の譲渡にっいて、債務者の承
諾がないこと（承諾があれば悪意の譲受人も保護される）、譲受人は善意
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無重過失ではないことを指摘した。また特別清算人には債権者間の公平・
平等な配当を行う義務が課せられていること、禁反言、信義則違反の立証
は被告側にあるが、その立証がなされていない旨を説示し、Xの主張を認
めた。
原審（大阪高判平成19年4月27日同1317号44頁）は、本件債権には
譲渡制限特約が付されていて、その譲渡にっいて債務者Aの承諾があった
と認めることができないので、当該債権譲渡は無効であり、無効の主張は
債務者に限定されない旨を説示し、Xの請求を認容した。
判旨
破棄自判
民法は、原則として債権の譲渡性を認め（民466条1項）、当事者が反
対の意思表示をした場合にはこれを認めない旨を規定している。最判は、
この意味を譲渡禁止特約は債務者の利益を保護するために付されると、解
した。
そして「譲渡禁止特約に反して債権を譲渡した債権者は、同特約の存在
を理由に譲渡の無効を主張する独自の利益を有しないものであって、債務
者に譲渡の無効を主張する意思があることが明らかであるなどの特段の事
情がない限り、その無効を主張することは許されない」と説示した。
本件の債務者Aは、債権譲渡の無効を主張することなく、債務相当額を
供託している。そうすると被上告人Xには、譲渡禁止特約に基づいて本件
債権譲渡の無効を主張する独自の利益はないから、Xの無効の主張は許さ
れない。
検討
一はじめに
本件判決については、既にこの分野の先駆的研究者・実務家の論稿や評
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釈が公刊されている（1）。従って、屋上屋を重ねるような拙稿の意義は乏
しいが、私見を披渥する。先に結論を言うと、最判の結論に賛成せず、原
審・第一審の結論に賛成する。
本件の事実関係から、債務者Aが供託をしたことを債権譲渡の承諾と捉
えられるか、この点が論点になる。この点について、原審の判断に賛成す
る。さらに、特別清算人の地位をどのように捉えるかがポイントになる。
最判では、Xには無効を主張する「独自の利益」が無いと判断されてい
る。この点の妥当性を検討する。特別清算人の地位の捉え方は、譲渡禁止
特約付き債権の譲渡人が譲渡行為を行い、その譲渡人（承継人）が、当該
特約違反を主張するという行為が禁反言になるのか、「矛盾行為」（2）に該
当するのかという問題に係わる。この点も原審の判断が相応しいと考える。
この二点を検討してから、譲渡禁止特約について私見を述べる。
なお、問題となった譲渡債権は将来債権であるが、始期と終期が確定し
ていて将来債権の譲渡に関する固有の問題は存在しない。
二債務者の承諾について
債権に譲渡禁止特約が付いていても、債務者が譲渡を承諾するならば譲
渡禁止の特約について悪意であっても、当該債権を譲渡は譲渡の時点に遡
り有効になる。この点は、判例の認めるところであり、その結論について
は学説も異論はない（3）。
先例として、次の最判（4）を指摘する。
最判平成9年6月5日（民集51巻5号2053頁判例時報1615号39頁）
「譲渡禁止特約のある指名債権について、譲受人に悪意・重過失があっ
たとしても、債務者がこの債権の譲渡について承諾を与えた時には、この
債権譲渡は譲渡のときにさかのぼって有効になるが、民法116条の法意に
照らし、第三者の権利を害することはできない…（引用者一部言い換え）」
最判昭和52年3月17日（民集31巻2号308頁）
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「譲渡禁止の特約のある指名債権をその譲受人が右特約の存在を知って
譲り受けた場合でも、その後、債務者がその譲渡について承諾を与えたと
きには、債権譲渡は譲渡時にさかのぽって有効となる（引用者一部言い換
え）」
以上の点を踏まえるなら、本件では、この債務者の承諾があったのか否
かが争点になる。債務者は明示的に承諾の意思表示をしていないので、供
託をもって承諾の意思表示と捉えるか否かに問題は集約されると考える。
原審（下級審）と最判では債務者の供託の捉え方が異なる。原審では、
供託をもって、債務者による債権譲渡の承諾とは捉えていない。積極的に
承諾の意思を示しているのではない、と判断した。これに対して、最判は、
債務者は債権譲渡について積極的に無効を主張していないと捉え、「承諾」
の意思を表示していると判断した。
この点については、譲渡禁止が付されている以上、債務者からすれば、
債権者がどちらであるか、即ち譲渡人か譲受人であるかが不知の状態であ
るので、供託（民494条後段）を行ったと推測できる。そうであるなら、
供託をもって、債権譲渡の「承諾」の意思表示と解することはできないの
ではないか。その意味では下級審の判断が事案に即している、というのが
私見である。これに関連して付言すると、本件では供託しているので関係
はないが、債務者は承諾をするか否かのイニシアティブを有するので、結
果的に、譲渡人または譲受人に対して一定の交渉力（承諾料の支払を要求
が可能）を持っこともあり得る（5）。
民466条を、債権は自由譲渡が原則であり譲渡禁止特約を付すのは例外
的なものと解するならば、禁止特約の及ぶ範囲を限定する方向になると考
える。そうであるなら、債務者による債権譲渡の承諾は、積極的な表示以
外にも、消極的表示（無効を主張しないこと）であっても「承諾」の意思
と捉えることは可能である。最判はこうした立場に立ち、債務者は積極的
に無効を主張していないと、解しているのであると推測できる。
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しかし、譲渡制限付き債権と譲渡制限の付されていない債権とは別のカ
テゴリーの債権と構成するならば（実務的にはこのように構成するのが妥
当であると考える）、債務者が譲渡について承諾の意思を積極的に示さな
い以上、当該譲渡は有効にならないとする、原審の判断に帰着するのでは
なかろうか。こうした点は、債権の譲渡とその譲渡制限の基本問題に関る
事項である（6）。
三特別清算人の地位
本件では、特別清算人の地位をどのように捉えるか問題となる。
下級審は、譲渡人（会社）の取締役の地位とは別の立場であると捉え
て、特別清算人の立場から譲渡の無効を主張することは、禁反言・信義則
に反しないと判断した。一方、最判は、おそらくは譲渡人（会社）の取締
役の承継人と把握し、自ら譲渡禁止特約っき債権の譲渡を行った譲渡人自
身が、その譲渡無効を主張するのは、「独自の利益」を有しないと判断し
た。
特別清算人は、債権者、会社、株主に対して公平かつ誠実に清算事務を
遂行する義務を負う（会523条）。この義務を、本件ではどのように評価
するかである。Xに対しては、Yの他にも債権者がいる（特別清算が開始
されていることから推測できる）。それ故に、特別清算人はY以外の債権
者の利益をも考慮する義務を負っている。私見ではこの点を特に強く指摘
する。
特別清算とは、株式会社の清算の遂行に著しい支障をきたす事情があ
る場合（利害関係人が多数存在する等）や債務超過等の場合に際（会510
条）、裁判所の命令によって開始されその監督の下で行われる清算手続で
ある（会519条）。事実上の破産状況下で、債権者平等の確保の要請が求
められる（この点は破産手続と同様である）。破産手続よりも、関係する
者の自治が認められる。
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そして特別清算人の地位は、清算前の株式会社の取締役（役員）とは異
なり、公正な第三者として、会社の債権回収に当る任務を有する。会社・
株主・債権者に対して、公平かっ誠実に清算事務を行う義務がある（会
523条）。会社に対して善管注意義務・忠実義務を負う取締役（役員）と
は相違する任務を持つ。それ故に、特別清算人の立場は、取締役とは異な
る局面を有する。
それでは、本件のX（特別清算人）が譲渡の無効を主張することについ
て「独自の利益」がないのであろうか。前述のように、特別清算人は会社
の債権者に対しても善管注意義務・忠実義務を負っているのであるから、
取締役が行った債権譲渡の無効を主張して、会社財産を確保する役割があ
る。それ故に、「独自の利益」が認められるのではないか（7）。
次に、X（特別清算人）の譲渡無効の主張が矛盾行為に該当するのか否
かを検討する。
既述のように、一審・原審は、特別清算人の立場上、無効を主張するこ
とは禁反言・信義則に違反しない、と判断した。これに対して、最判は、
譲渡禁止特約は債務者を保護する趣旨であるので、債務者が無効を主張し
ていないのに、譲渡を行った債権者が無効を主張することはできない、と
いう判断である。最判では、無効行為にっいて無効主張者の範囲を限定的
に解した点に、その意義を見出すことができる。矛盾行為（自ら譲渡禁止
特約を遵守せずに債権譲渡を行い、その譲渡者が、無効を主張すること）
として捉えるなら、譲渡人が無効を主張することはできない。
しかし、本件は、前述のように、譲渡人その者ではなくその特別清算人
が無効を主張している事案である。清算会社の執行機関であるが、会社法
523条（平成17年改正前商434条）で公正・誠実義務が課せられているの
で、破産管財人類似の立場である、と解釈できる（8）。それ故に、特別清
算人はその任務として、債権譲渡の無効を主張する義務を負っているので
はないか、と解することができる。仮にその無効を主張しないならば、他
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の債権者に対する義務違反になる可能性がある、と考える。
以上のように、原告である特別清算人の「無効」の主張は、本件の事実
関係からは、矛盾行為に該当しないのではないかと考える。最判では、債
務者が無効を主張していないときには、特段の事情がない限り、債権者は
無効の主張ができない、旨の判断である。この結論では、特別清算人の無
効主張はこの「特段の事情」に該当しないが、この点こそ検討の余地があ
ると考える。
四私見
事案に即して、最判に対する私見を提示する。
①最判の結論は妥当であるか。
Yは金融機関（取引上の情報収集に関する専門家と評価できる）であ
る。建設業界の工事代金債権について、譲渡禁止特約が付されていること
は当該業界では通常であり（9）、そのことを金融機関であれば知りうる地
位にあり、熟知している者である（その意味では「悪意者」である）。そ
の者が、いわば抜け駆け的に債権譲渡の譲受人になり、Xの他の債権者に
対して、優先的に弁済を受けるのは、権利の正当な行使であるか、検討の
余地がある。
債権者（譲渡人）、譲受人、債務者の三当事者の関係では（それに限定
するならば）、この譲受人（Y）は悪意者であるに止まるが、譲渡人たる
債権者（本件のX）に対する他の債権者をも視野に入れると（この点はま
さに特別清算の意義になろうが）、抜け駆け的に自己の債権弁済を意図し
た者ではなかろうか。優先弁済を受ける担保制度を利用したのであるなら
ば問題はないが、本件それに当たらない。本件は、債権者平等の原則が妥
当する場面である。
将来債権の譲渡の有効性を認める判例（10）では、他の債権者に不当な不
利益を与える事情があるなら、公序良俗違反で無効になる旨の説示があ
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る。Yによる本件債権の譲受行為は、Xの他の債権者に対して不当な不利
益を与える事情は存在しないのであろうか、検討が必要なように思う。
また、前述の平成9年最判、昭和52年最判に従えば、債務者が承諾す
るならば、譲渡禁止特約につき悪意であっても譲渡は譲渡のときに遡って
効力を有するが、融資の際の金融機関のような事実上優越的地位にある悪
意の譲受人も当然に保護の対象にされるのであるか、取引の関係を踏まえ
て、より慎重な検討が必要ではなかろうか。その際には、当該債権が融資
の担保として機能しているので、資金調達者である譲渡人の利益も考慮す
る必要がある。
次に特別清算人の地位に関する、最判の結論には賛成しない。原告X
は、法的には承継人であるが、利害関係人に対する義務の内容が、取締役
とは異なっているので、その点の慎重な検討が必要である。譲渡時の取締
役と特別清算人とは同じ立場であると法的に捉えられるような一義的に明
白な状況ではない、と考える。なぜならば、特別清算人は、会社、債権者、
株主に対して公正な事務遂行の義務を負っている以上、承継人の意味が異
なってくるのではないか。この点の解釈が、原審と最判との結論の差異で
あるが、原審の判断が事案に即しているのではなかろうか。
②譲渡禁止特約の効力
譲渡禁止特約を付す理由として、イ）譲渡に伴う事務の煩雑さを避ける、
ロ）過誤払いのリスクを回避する、ハ）銀行の相殺の利益を確保する、と
指摘されている（11）。預金債権についてはこの理由が妥当するが、本件の
ような場合にはこの理由は妥当しない。下請取引や建設会社と発注者間の
ようなケースでは、元来の債権者以外の他の者と係わりたくないない等の
理由が挙げられる（12）。ある一・定の閉鎖的な関係に取引関係を閉じこめる
ことで取引の安全を意図する方法である。その意味では、他者を係わらせ
ないという意図である。この場合、譲渡禁止特約は債権流動化の阻害要因
になり、譲受人に調査コストを負担させるという問題を発生させるという
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問題点が指摘される（13）。
それでは禁止特約に反する譲渡の効力はどのように構成されるか。
物権的効力説では、債務者に対する契約違反を招来するのみならず、禁
止特約に違反した譲渡は無効であると説く。但し、この無効を善意者には
対抗できない。次に、債権的効力説では、譲渡禁止特約に反する譲渡は債
務者との関係では、契約違反であるが（損害賠償の対象になる）、譲渡当
事者間では有効となる。そして、債務者は、悪意の譲受人に対して抗弁を
対抗できる、説く。物権的効力説が通説である、と言われている。
両説の差異は、訴訟の際に現れると指摘されている。即ち、前説では、
債務者が特約の存在を主張立証の責任を負い、譲受人が善意無重過失の主
張立証責任を負う。後説では、債務者が特約の存在と譲受人の悪意・重過
失の主張立証責任を負うことになる（14）。
③譲渡禁止特約は、債務者保護のみを目的にするのか、それ以外の目的は
どのようなものか（15）。
第一義的には債務者を保護することである。これに限定されるのか否か、
である。債権譲渡禁止特約の効力についての債権効力説は、債務者の保護
に限るようである。
しかし、それ以外にも、限定的ではあろうが、両当事者の関係を維持す
ることも目的の一っではないか。いわば、譲渡制限株式の利用による閉
鎖会社と同様の意味を持つ、と考えるのが私見である。
④それでは、債権の自由譲渡を制限するのは、どのような利益に資するの
か。証券的債権の譲渡との区別を意識することが必要である。
私法制度全体を顧慮すれば、債権の譲渡に関しては、民法の債権譲渡と
は別個に、手形制度が整備されている。特に、譲渡あるいは流動化に適す
る金銭債権にっいては、取引の安全に資する法的仕組みが手形法に用意さ
れている。企業が証券的債権を利用せずに、民法の債権譲渡を利用するの
は、抗弁の対抗の容易さ等をメリットとして当事者は配慮した結果である
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と推測する。
さらに、譲渡可能な債権とりわけ金銭債権に対して、当事者が敢えて譲
渡制限特約を設けるのは、債権者・債務者の関係の中に他者を関与させな
い意図を明示しているのではなかろうか。それは経済的に見るならば、流
通可能性即ち市場取引可能性を限定する意図を示している、と解釈できる
のではないか。そうであるならこの当事者に意図を解釈の場面にも考慮す
る必要がある。
手形でさえ、譲渡に限定が付された指図禁止手形（手11条2項）が認
められている。通常の（原則的）手形とはもう一つ別のカテゴリーが認め
られている。債権に関しても、性質上、譲渡は自由であるが、それとは異
なる譲渡の禁止・制約がある債権を、当事者が意図することは認められ
る。また、株式の自由譲渡と譲渡制限付き株式の併存は、会社法で認めら
れていて、別のカテゴリーの制度として規定されている。
市場化させない、流動性を制限・否定して得ようとする利益は、両者の
関係性の強化にある。金融の公開性、債権の資本化を促進させないことを
意図している。非公開性によって維持される、濃密な人的関係・会社間関
係こそが取引の場面で意義を有するという側面を残しておく必要があるの
ではないか。債権の流動性の利益よりもこうした利益が大きいと判断する
者は、債権流動化の阻害要因を、あえて選択するのである。その者にとっ
てはその選択が合理的な選択である。株式は自由譲渡が原則であるが、譲
渡制限株式の選択が可能であるのと同様の意義と捉えて良い。株主の匿名
性の否定・制限し顔の見える関係を維持することで、安定を求めるのであ
る。それと引換えに、資金調達の栓楷になるという欠点を持っが、それは
甘受されることである。
金銭債権の流動化、市場への投入を制限あるいは部分的に拒否すること
に、まさにその点に意味がある。動産にっいては、譲渡禁止・制限の制度
はなく、所有者は自由に譲渡可能であるのに、財産的価値としては同様の
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債権にっいては、民466条2項のように、当事者間で譲渡制限を設けるこ
とが可能か、疑義が指摘される。この点にっいては、債権は債権者・債務
者との人的関係で、両者が契約によって自由に内容を決定できる以上（そ
のことが私法制度の根幹である）、当事者の意思で譲渡禁止特約が設けら
れのは当然であると、理解できる。
債権譲渡禁止特約の効果を制限するのが、債権の流通性という金融の需
要から、国際的・進歩的傾向である（16）。このことは肯定できても、その
傾向に背を向けて、当事者間であるいは特定の業界が全体で、そうした特
約を設けることはその需要がある限りでは、一定の意義を認めることがで
きる（素人の憶測に過ぎないが、経済的に見れば「貨幣の暴走」に対する
一種の歯止めとして機能するのではないか）。
私法が経済的な制度構築にどのような役割を果たすべきか、それは立法
政策上あるいは、法改正の重要問題であろう。現状、企業が有する売掛債
権を運転資金として活用する必要性が高まっているが、その流通化・流動
化の枠組みは既に一応存在している（一例として、所謂動産・債権譲渡特
例法）。そうした制度を改善する必要はあるが、それに加えて債権の流通
化・流動化を促進する枠組みを構築する必要が、原則法である民法の第一
義的役割であると考えない。確かに、債権譲渡禁止の特約は、債権の流動
化の制約になる。しかしそれは特約である以上、当事者がそれを望んだか
ら「譲渡禁止」特約を敢えて付したのである。その特約が、不要あるいは
取引上の制約になっているのなら、当事者問で特約を解約（撤回）すれば
よいだけである。そうした対応は、取引の必要に応じて、当事者のイニシ
アティブで行えば十分である。
こうした特約は、見ず知らずの第三者になるべく債権を譲渡しないとい
う、当事者の意思であり同時にそれによって「取引の安全」、支払いの確
実性・安全性を確保する機能を果たしているのである。
なお、手形は譲渡に適した制度であるが、その現実の利用を見ると転々
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流通することは稀であり、手形割引の利用が一般的であって、裏書がなさ
れてもせいぜい第一裏書で終わっているのが実情である（17）。銀行制度の
枠内で、顔の見える関係の中で決済が行われているのが実情である。
現状以上に債権流動化の必要性が現実に逼迫しているのか、更なる実務
担当者の意見を参照したい。
（1）本判例の評釈として、以下の論稿がある。
池田真朗・金融法務事情1873号6頁（2009年）
同上・金融法務事情1905号26頁（2010年）
中村肇・金融商事判例1324号13頁（2009年）
塩崎勤・民事法情報275号72頁（2009年）
椿寿夫・私法判例リマークス40号（2010年）
四ツ谷有喜・速報判例解説VOL6（法学セミナー増刊）91頁（2010年）
石田剛・判例セレクト2009［1］（法学教室353号別冊付録）（2010年）
角紀代恵・平成21年度重要判例解説（ジュリスト1398号）93頁（2010年）
円谷峻・判例タイムズ1312号45頁（2010年）
関武志・判例評論613号2頁（判例時報2063号164頁、2010年）
澤重信・事業再生と債権管理129号28頁（2010年）、澤論文は判例研究を踏まえた
論稿である。
なお、事業再生と債権管理129号には、「債権譲渡の法務と課題」の特集論文が掲
載されている。
（2）池田・註1）論文［金法1873号］9頁では、同一法人の行う矛盾行為については
サンクションが与えられるべき旨が提示され、本判決もその一例であると評価されて
いる。（3）潮見佳男『債権総論（第三版）II』（信山社2005年）610頁、中田裕康「債権総
論』（岩波書店2008年）496頁、奥田昌道『債権総論（増補版）』（悠々社1992年）
430頁。
（4）二っの事件とも、譲渡禁止特約付債権が悪意（または重過失）の譲受人に譲渡がな
され、債務者がその譲渡について承諾を与えた。その債権を譲渡人の債権者が差押さ
えたが、その効力が問題となった。
「最判昭和52年事件」では、債権者の譲渡について債務者が承諾の後に、差押えが
行われた。譲渡の承諾は譲渡時に遡って有効になるとして、譲受人の権利が認められ
た。「最判平成9年事件」では、当該債権の譲渡について譲受人は対抗要件を具備した。
その債権を譲渡人の債権者が差し押さえた後に、債務者が譲渡について承諾をした。
「昭和52年事件」同様に、債務者の承諾によって譲渡時に遡って有効となると判示さ
れた。が第三者の権利を害することはできないと判示され、結果的に差押えの効力が
認められた。
譲渡に関する債務者による承諾の後に差押えが行われたのか、承諾の以前に差押え
が行われたかの関係で結論が異なっている。
（5）池田清治「民法学における「意図せざる結果」」民事研修517号（2000年）16頁参
照。同論文は、「最判平成9年事件」の検討を行っている。
債務者は承諾をすることを条件に譲受人（実務的に見て、多くは金融機関であろう
か）に対して有利な取引条件を交渉することも可能になり、譲受人はある種のリスク
を負う可能性があるが、それは譲渡禁止特約付き債権を譲受けた以上、甘受すべきリ
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スクである。
（6）米倉明「債権譲渡』（学陽書房1976年）62頁参照。
（7）中村・註1）論文16頁では、特別清算人と譲渡人とを同一性に疑義を提起してい
る。関・註1）5頁も同旨。
（8）青山善充・新版注釈会社法（13）434条II（有斐閣1990年）参照。
（9）中田・註3）書492頁、内田貴『民法皿（第3版）』（東大出版会2005年）210頁
参照。
下請取引基本契約書の雛型にも、代金支払請求権を含む債権の譲渡禁止特約が定め
られている。他者の関与・介入を避ける意図を、読み取ることができる。
（10）最判平成11年1月29日（民集53巻1号151頁、判例時報1666号54頁）
（11）内田・註9）書211頁
（12）平井一雄「譲渡禁止の特約のある指名債権の譲渡後にされた債務者の譲渡につい
ての承諾と債権譲渡の第三者に対する効力」金融商事判例1030号47頁（1997年）は
「最判平成9年事件」の評釈であるが、当該債権（売掛代金債権）にっいて譲渡禁止
特約を付す事情はなかったのではないかとの指摘がされている（同論文51頁）。しか
し、取引関係を閉鎖的にして関係を強化する意図で、譲渡に適する代金債権にすら譲
渡禁止特約を付すのである、と考える。
（13）潮見・註3）書606頁、池田真朗『債権譲渡法理の展開』（弘文堂2001年）304頁
以下。私見では、預金債権について譲渡禁止特約を付して、そこから便益を受けている金
融機関が、自己の譲受ける債権について譲渡禁止特約の調査コストの発生を問題視す
るのは、公平な対応であるのか疑問である。
（14）前田達明『口述債権総論（第三版）』（成文堂1993年）400頁参照。
（15）米倉・註6）書68頁以下参照。同書も、当事者間の特殊な関係を維持するための
特約の機能を指摘する（82頁以下）。個人間の関係維持を記述するが、会社間の関係
についても同旨のことが認められるであろう。
（16）池田真朗『債権譲渡の発展と特例法』（弘文堂2010年）第一章、同「債権譲渡と
電子化・国際化』（弘文堂2010年）序説・第五章参照。
フランス法系の国では債権譲渡禁止特約は無効とされている点については、ハイ
ン・ケッツ著、潮見佳男他訳『ヨーロッパ契約法1』（法律文化社1999年）510頁
参照。
（17）関俊彦『金融手形小切手法（新版）』（商事法務2003年）、特に、はしがきと370
頁以下参照。
＊学内の研究会での本判例報告の際に、河野先生には多くの御教示を賜っ
たことに感謝を申し上げる。筆者の能力不足により、雑駁な検討に終っ
たことをお許し願いたい。
（本学法学部教授）
